“地域の夢を叶える”ガバメントクラウドファンディング事業補助金交付要綱
（趣旨）

第１条　この要綱は、地域未来づくりビジョンの実現に向け、地域が自ら取り組む地域課題の解決や地域活性化に資する事業に対し、“地域の夢を叶える” ガバメントクラウドファンディング事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し、福井市補助金等交付規則（昭和４８年福井市規則第１１号。以下「規則」という。）に定めるほか、必要な事項を定めるものとする。
（定義）

第２条　この要綱において、次に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(1)「まちづくり組織等」とは、福井市内の自治会連合会を単位とする地区を範囲としてまちづくり事業に取り組む住民組織（１地区１組織とする。以下「住民組織」という。）若しくは２地区以上で構成する連携組織、又は住民組織から推薦を受け新たにまちづくり活動に取り組む団体をいう。

(2)「地域未来づくりビジョン」とは、地域の現状や課題等を明らかにし、今後の地域のまちづくりの目標となる将来像とその実現に向けた具体的な取組を示した計画をいう。

(3)「クラウドファンディングサイト」とは、インターネット等を通じて広く不特定多数の者から資金を調達するサービスで市長が認めた事業者が運営するものをいう。
(4)「ガバメントクラウドファンディング」とは、ふるさと納税（地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３７条の２及び第３１４号の７の規定に基づく寄付）制度を活用し、市長が事業を実施するために必要な経費をインターネット等を通じて広く不特定多数の者から資金を調達することをいう。

（補助対象組織）

第３条　補助対象となる組織は、まちづくり組織等とする。

（補助対象事業）

第４条　補助金の交付の対象となる事業は、まちづくり組織等が取り組む地域課題の解決や地域活性化に資する事業であって、次に掲げる条件の全てに該当するもの（以下「補助対象事業」という。）とする。
(1) 地域未来づくりビジョンに記載された事業又は新型コロナウイルス感染症等の対策や新しい生活様式の推進に向けて新たに取り組む事業
(2) “地域の夢を叶える”ガバメントクラウドファンディング事業審査会（以下「審査会」という。）の審査を経て、市長が適当と認めた事業

(3) クラウドファンディングサイトが掲載を認める事業
(4) クラウドファンディングサイトに掲載する目標金額が５０万円以上の事業

(5) クラウドファンディングサイトに掲載した目標金額を達成した事業
２　前項の規定にかかわらず、次に掲げる事業については対象としない
　(1) 政治的又は宗教的な活動に資する事業

(2) 事業の効果が特定の個人のみに帰属する事業

(3) その他法令及び公序良俗に反する事業
（補助対象経費）

第５条　補助対象となる経費は、補助対象事業の実施に必要となる経費（報償費、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、役務費（郵便料、運搬料、広告料、手数料、筆耕料、保険料）、委託料、使用料及び賃借料、工事請負費、備品購入費、原材料費、その他事業の実施に必要と認められる経費）とする。
２　前項の規定にかかわらず、市の他所属から補助を受けている経費および団体内の交際にかかる経費については対象としない。
（補助金の額）

第６条　補助金額は、補助対象事業に対して集まった寄付金に相当する額（当該額が３００万円を超えた場合は、当該額から３００万円を超えた部分の額に係るクラウドファンディングの実施に要する費用（以下「寄付金相当額」という。）を減じて得た額）とする。
（認定）

第７条　第４条第１項第２号に規定する認定を受けようとするまちづくり組織等は、事前相談シート（様式第１号）による事前相談を行った上で、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。

(1) 認定申請書（様式第２号）

(2) 事業収支予算書（様式第３号）

 (3) まちづくり組織等の会則又は規約

(4) まちづくり組織等の組織図及び組織名簿

(5) その他市長が必要と認める書類

２　市長は、前項の規定による申請があった場合、審査会を経て、認定の可否を決定し、その結果をまちづくり組織等に通知するものとする。
３　審査会の実施に関し、必要な事項は市長が別に定める。

（寄付金の募集）

第８条　前条の規定により認定を受けたまちづくり組織等は、クラウドファンディングサイトとの実行者利用契約を締結し、補助対象事業に関するガバメントクラウドファンディングを実行するものとする。

（補助金の交付申請）

第９条　前条の規定により実行したガバメントクラウドファンディングで目標金額を達成した事業について補助金の交付を受けようとするまちづくり組織等（以下「申請者」という。）は、市長が定める日までに、補助金交付申請書（様式第４号）を市長に提出しなければならない。
２　補助金の交付申請は、ガバメントクラウドファンディングを実行した当該年度及びその翌年度にすることができる。なお、この場合において、両年度に申請することができる補助金の合計額は、寄付金相当額を超えないものとする。

３　第１項の規定により交付を申請する補助金の額が第７条の認定を受けた額と異なる場合は、第１項の申請書に交付申請に係る事業収支予算書を添えなければならない。

（補助金の交付決定及び通知）

第１０条　市長は、前条の規定による補助金交付申請書の提出があった場合、補助金の交付を決定したときは、その決定の内容を補助金等交付決定通知書（様式第５号）により、申請者に通知するものとする。
２　市長は、前項の補助金の交付決定に当たっては、交付の目的を達するため必要な限度において条件を付すことができる。

（補助金の交付）

第１１条　申請者が補助金の交付を受けようとするときは、補助金請求書（様式第６号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、特に必要があると認めるときは、申請者からの請求により概算払により交付することができる。
（補助対象事業の内容等の変更）

第１２条　申請者は、審査会での事業認定後又は第１０条の規定による補助金交付決定後、補助対象事業の内容又は経費配分の変更（市長が軽微な変更と認めるものを除く。）をするときは、速やかに必要書類を添えて補助事業変更承認申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。
２　前項に規定する場合において、市長が変更申請を承認するときは、その旨を補助事業変更承認通知書（様式第８号）により申請者に通知するものとする。
（中止又は廃止）

第１３条　申請者は、審査会での事業認定後又は第１０条の規定による補助金交付決定後、補助対象事業を中止又は廃止しようとするときは、補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第９号）により、事前に市長の承認を受けなければならない。
（実績報告）

第１４条　補助金の交付の決定を受けた者は、補助対象事業が完了したときは、補助の対象となる年度の事業完了後速やかに次に掲げる関係書類を添えて、事業実績報告書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。

２　前項の実績報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

(1) 事業実施報告書（様式第１１号）

(2) 事業収支決算書（様式第１２号）

(3) 領収書等の写し

(4) 事業の内容及び成果を表す資料及び写真
(5) その他市長が必要と認める書類

（補助金額の確定）

第１５条　市長は、前条の事業実績報告書を受理したときは、これを審査の上、規則第１２条の規定により、交付する補助金の額を確定し、補助金額確定通知書（様式第１３号）により申請者に通知するものとする。
（事業認定および交付決定の取消し）

第１６条　市長は、審査会での事業認定後又は第１０条の規定による補助金交付決定後、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、事業認定および交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。
(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。
(2) 交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。
(3) 補助事業の目的に反したとき。
(4) 事業を中止し、又は廃止したとき。
(5) 前各号に掲げるもののほか、市長が特にその必要があると認めたとき。

（補助金の返還）

第１７条　申請者は、第１０条の規定による補助金交付決定の全部又は一部の取り消しを受けた場合において、補助金の交付を受けているときは、当該取り消しに係る金額を市長が別に定める日までに返還しなければならない。

２　申請者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期限後に納付したときは、福井市市税賦課徴収条例（昭和２５年福井市条例第３９号）の例により延滞金を納付しなければならない。
（報告の徴収）

第１８条　市長は、必要があると認めるときは、補助事業に関し、申請者から報告を求め、又は職員に調査若しくは検査をさせることができる。
（関係書類の保管）
第１９条　申請者は、補助事業に係る関係書類を整備するとともに、補助事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。
（財産の管理）
第２０条　申請者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産については、補助事業が完了した後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的にしたがってその効率的な運営を図らなければならない。
（財産処分の制限）
第２１条　申請者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を、補助金等の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付し、除去し、又は担保に入れてはならない。ただし、補助金の全部若しくは一部を返還し、若しくは当該財産の耐用年数を経過した場合又は市長が特に承認したときは、この限りでない。

（委任）

第２２条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。

附　則

１　この要綱は、令和２年６月１１日から施行する。

２　この要綱は、令和８年３月３１日限り効力を失う。ただし、同日までに交付の決定がなされた補助金については、同日後もなおその効力を有する。
附　則
　この要綱は、令和３年４月１日から施行する。

附　則

　この要綱は、令和４年３月２４日から施行する。
附　則

　この要綱は、令和５年３月２４日から施行する。

